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している。(1)と(2)はこれまでのところは杷憂に終わって
いる。(3)については，実際，労働者の間に不満があるよ
うだし，その点で経済改革を批判して党を除名された学
者もいる(注8)。実態を詳しく調べてみないと何ともいえ
ないが，かつては経営者と平労働者の賃金格差はわずか１
２倍ほどであったというから，共産党宣言も「反動的」
とする「一般的な禁欲主義と粗野な平等主義」(注9)に近
かったのではなかろうか。とすれば，能力に応じた分配
という社会主義の原則の確立こそ現在の必要事といえよ
う。次に後者の見解はたとえばアメリカのグラニック，
(DavidGranick）に見られ，失業．賃金格差の拡大，イ
ンフレの防止という制約を撤廃しないかぎり，経済事情
の好転は望めないというものである(注10)。７１年初めのグ
ラニックの調査は確かに痛いところをついているが，そ’
うした制約を撤廃して，ユーゴスラヴィアのように，失
業，インフレ，貿易収支の赤字，地域格差の増大を招い
てもしゃにむに労働生産性を伸ばそうとするのは(注11)，
やはり社会主義の大きな長所を否定するものであろう。｜
ハンガリーは，幸いユーゴスラヴィアのように著しい経
済的後進地域（民族）をかかえていないので，そうした’
コストを支払わずともやっていけるのではなかろうか。
２．政治機構の改革
経済改革に前後して，政治機構も順次改革されてきて
いる。自由ヨーロッパ放送のロピンソン（WilliamE
Robinson）の著書が詳しいので，主としてそれによって
紹介する(注12)。
まず党自身，個人専制を防ぐため種々の改革を経てい
る。すでに62年,党統制委員会が中央委員会から独立し，
そのメンバーは党大会によって選出されるようになって
いた。６６年には同委員会の権限が強化されるとともに地｜
方党機関が民主化された（幹部選出や反対意見の表明に
関して)。実際,カーダール政権にとって保守的地方幹部’
こそ改革の障害になってきたので，その後も彼らの実椀，
を削減する措置がとられた（代議機関の執行機関に対す’
る優位が強調され，前者は後者に代案の提示を求めうる
ことになった)。さらに複数候補を立てること，秘密投。
票によるリコール，および処分を受けた場合に上級機関，
に訴えることなども可能になった。党と国家機構・大衆｜
団体の関係においても，組織的重複を廃し，幹部の兼任
を最小限にして，党の役割を直接的介入から原則や一般’
政策の提示へと転換した。
選挙制度も大きく変化している。６６年に議会選挙は小
選挙区制とし複数立候補も許されることになった。しか
25％以下に定められているが，責任の大きさに比例して
高くなる。具体的割合は当初政府の指示によったが，７０
年から各企業の団体契約によることになった。企業間格
差の拡大は，立地条件を考慮した生産税（－種の地代）
によって統制されている。(5)の生産物価格は，インフレ
を避けるため当面は固定，上限，上下限，自由の４種類
に分かれ,自由価格物資の比率は69年に33％としている。
在庫が減少する一方，物価上昇は68～70年間に消費者価
格で２％にとどめられた。(6)の貿易では,70年には120以
上の企業が貿易の権限を持った。関税などの規制も縮小
されハンガリーは73年にＧＡＴＴ加盟を認められている。
その結果，経済事情は好転した。ハンガリー国立銀行
副総裁のフェケテ（FeketeJAnos）によれば，改革実施
後５カ年間の成果は以下のとおりである(注3)。国民所得
の平均成長率は61～67年の5.3％から68～72年の６～6.5
％に上昇した。その問，工業労働者１人当りの生産額の
平均成長率は約5.5％だから，国民所得成長の大部分は
労働生産性の伸びに負ったといえる(注4)。これは経済構
造の近代化を意味し，とりわけ工業でより近代的，かつ
ハンガリーにより適合的な部門の比重が増大したこと，
農業で社会主義的大規模経営が結実したこと，商店網，
交通，通信，旅行(注5)などのサービスが改善されたこと
が注目される。また，企業の独立経営のための諸条件が
改善されたことも国民所得の成長に反映されている。そ
の国民所得の消費面では，固定投資の増大が度をこし，
とりわけ70～71年には27％も増大して財政赤字を招いた
が，７２年には大きく改善された。貿易では平均成長率が
輸出13％，輸入11％と大きく伸び，輸送費を加えた貿易
収支の赤字は平均して輸出の２～2.5％にとどまった。
貿易外収支の黒字が大きく伸びたので，５年間の国際収
支は黒字となっている。こうしてフェケテは，改革の結
果，経済管理がより効果的に行なわれるようになった
（問題があればすぐ露呈するので，ただちに適当な処置
をとることができる）ことが示される，と結論している
(注６)。
この改革に批判的な２種類の見解がある。一方は，ソ
連的経済体制を離れるなといい，他方はもっと離れよと
いう。前者の見解はたとえば長砂実氏に見られる(注7)。
彼は(1)義務的指標を経済的手段に取り替えることは中央
計画を弱化させ共産主義の土台の成長を損わぬか，(2)企
業の自主性の拡大は，失業問題やインフレをもたらさぬ
か，(3)物質的刺激の重視は企業間・個人間の格差を増大
させ共産主義の原則から遠ざからぬか，という疑問を呈
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し候補者指名権はいまだ愛国人民戦線にあったので，
67年の総選挙の際の複数立候補は例外的にとどまった
(注13)。それで70年には戦線による独占を排し,労働団体，
社会組織さらには個人にも指名権を与えた。しかしだれ
も戦線の政治綱領に反対して立候補できないし，戦線の
みが選挙人による候補者指名集会(注14）を組織できるの
で，７１年の総選挙でも複数立候補は352選挙区中48にと
どまっている。
かつて「社会主義的秩序の防衛」のための窓意的，迫
害的な地方機関であった人民統制委員会は，６８年以降そ
の性格を変えた。国家機構に組み入れられ委員の任期も
限定されて（無償奉仕であるが)，中央統制が拡大され
た。その役割は経済改革の実行と住民利益の防衛が強調
されるようになった。すなわち，当局の指示ないし住民
の要求に基づいて，経済，文化，保健などにかかわる調
査を行ない，関係機関に改善を勧告するのである。約４
万の委員の過半数は党員であり，また大学卒業者，種々
の専門家が増えているので，この機関は今後いっそう重
要になりそうだ。
こうした明瞭な制度改革ではないが，制度運用の実態
が変化している注目すべき場合がある。名目的であった
法律上の権限を実質化しようとする場合で，一番重要な
のは国会の変化である。６７年以来，立法機能が拡大する
とともに閣僚会議と官僚機構に対する統制義務が強調さ
れてきた。具体的には，諸常置委員会の法案審議機能が
強化され，また本会議の質問と政府・各省の定期報告と
が怠りなく行なわれるようになった。さらに代議員と選
挙民の結びつきが強化され，地域的利害が尊重されるよ
うになった。次に，内務省関係では，すでに56年直後，
そして62年に政治警察と裁判所の粛正が行なわれ，「社
会主義的合法性」の遵守が強調されていた。６８年以降，
検事総長，最高裁長官，法務大臣が国会で定期報告を行
なうようになり，また軽犯罪の処理は地方評議会に委ね
られるようになった。文化政策においても，マルクス主
義と「他の反帝国主義的・ヒューマニスト的勢力との同
盟」(注'5)の方針により，世論における社会問題の卒直な
討議(注16)，党・国家活動における自然・社会諸科学の利
用，西側の調査技術・概念・問題解決手段の導入が行な
われている。
党と政府・官僚機構の自主規制の努力を見てきたが，
それに対応して他の社会集団の主体性が強まっている。
まず労働組合は，６７年の新労働法によって，(1)労使間の
団体契約，企業の保安基準，労組幹部の解雇・配転に対
する承認権，(2)社会・文化基金の配分の決定権，(3)労働
者の生活・労働条件にかかわる全規則・基準の実施監督
権，(4)法律，団体契約，「社会主義的道徳」を侵犯する
決定の拒否権，(5)管理職員の雇用，昇任，解雇に関する
意志表示〆協議権を得ている。また農業協同組合も，６７
年の立法により全国評議会を通じて政府に対する発言権
を強めている。そして国家機関との取引においてその利
益を守ることと工業との格差を是正することに努めてい
る。地方評議会は，６７年と71年の立法でその自治権を大
きく拡大した。郡評議会は廃止されて市町村評議会が県
評議会を選出することになった（ブダペストでは区評議
会が市評議会を選出)。こうして草の根の自治団体が県
（と首都）の行政を統制するようになったが，その県財
政の国からの独立も自主財源の拡大(注17)によって保障さ
れた。その他，大学の自治権と大学内での学生の発言権
も拡大されている。
こうした制度的・機能的改革の成果を保障・定着させ
るため，７２年４月に，1949年憲法の改正が行なわれた
(注18)｡改正憲法は,ハンガリー人民共和国が社会主義国家
であり全権力が勤労人民の手中に存することを明確にす
ると同時に，憲法の規定する諸権利が全市民に保証され
るとしている。そして国会の，憲法を擁護しその規定を
実現する責任を明示するとともに，裁判官の選出方法，
任期を改めて司法権の独立を強化している。地方自治の
原則を立てる一方，行政需要の増大に応じて閣僚会議の
権限も拡大された。
このようにして,｢社会生活における民主主義の不断の
発展と権力濫用防止の制度的保証」(注19)が実現されつつ
ある。市井三郎氏による歴史の進歩の基準である「各人
の責任を問われる必要のないことから受ける苦痛」(注20）
の除去への前進があったといえそうだ。しかし，より積
極的に社会に働きかけようとする市民にとっては，いま
だ表現・結社の自由などに限界のあることを否定できな
い。その点，６８年１～８月のチェコスロヴァキアと比べ
て保守的であり，ユーゴスラヴィアの現状に近いといえ
よう。それでも，外国の軍事干渉をたびたび経験し，ま
たチェコスロヴァキアの悲劇を目撃した国民は，この改
革を56年の「異議申し立て」の成果とみなし，小国のき
びしい国際環境ゆえにカーダールの現実主義的政策を支
持しているようだ(注21)。
３．社会主義体制の歴史的発展
こうした政治・経済改革の意味をどう理解すべきか。
経済改革については，その経済政策の変化を外延的成長
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つつある(注22)。その説の意味す
い段階にある社会で，有効に利
力，天然資源，資本など生産要
政府がその強権によって動員し
笥聲中の財政五ｍの比率．Hlin弓雇人ＬＩ中の．ｇ~史のロ
1１ 
受票権の範駐 蓬の速度と目的
７）￣￣〕D）官皀フマロ
ＴＩ」更の接
雰鰯鐡擬灘慧｜が低下し社会的混乱を招く｡理想的には,社会全体の文｜
化的.技術的水準の向上を基礎に両者が同時に向上する｜
墨灘證鯛し彗鱸鱗/量｜
ういう幸福なｹｰｽは稀であったようだ棚。｜
さて,社会主義のこれまでの経験においては,政治的･Ｉ
経済的発展の低い段階で社会主義化のスタートを切った｜
場合が多かった｡したがって,党･政府は官僚機構を拡｜
大，強化して行政的に経済的発展を推進したが，国民の｜
参政能力の向上は相対的に遅らされた．当初国民は広範｜
な投票権と迅速な情報を与えられ，自分たちこそ社会の
主人公であると教えられて喜んでいた。しかしやがて，
投票に際して選択ができないのはなぜか，情報には党・Ｉ
政府のそれとは異なる主張や説明が含まれないのはなぜ’
か，社会の主人公があらゆる面で行政指令に従わねばな’
らないのはなぜか，と考えて不満をいだくようになる。｜
そこで政府・官僚機構が国民の統制を受け入れ，また他，
重工業部門の急速な拡大をめざす。それが成功して，生
産要素のプールが枯渇すると，それまでの方法では経済
成長が維持できなくなるので，技術進歩（国際分業）に
よって生産要素のより効率的な利用を実現しなければな
らなくなる。すなわち量的拡大から「質的向上への弁証
法的発展ということだが，そのためには1情報量の飛躍的
増大を必要とするから，中央政府の処理能力をこえる
し，行政指令→懲罰のおどしによらず国民の自発的努力
を引き出すのでなければ成果があがらないだろう。かく
て決定権は下位組織に移譲され，労働意欲を増す方法が
模索される。
しかし実際には，官僚層は自分の権限を手放したがら
ないし，勤労者のなかには保守的で仕事の変化を望まな
い者も多い。６０年代半ばにソ連・東欧諸国は次々に経済
改革を実施したが，分権化の徹底→企業（個人）責任の
確立にまで近づいたのは，ユーゴスラヴィアを除けばハ
ンガリーのみといえよう（チェコスロヴァキアでは69年
以後改革が後退した)。ユーゴスラヴィアの場合は，ソ
連との対立において自己を正当化するために，ソ連社会
主義をこそ異端として労働者自主管理という大義名分を
立てる必要があった。ハンガリーの場合は，より経済的
な理由一すなわち，小国で資源も乏しく，生産要素の
蓄積を使い果たしたからには，今後の経済成長は生産性
と貿易の伸びにたよるしかない，というきびしい条件に
よっている。ソ連は経済規模の大きさ，資源の豊富さゆ
えに余裕があるし，ポーランド,ルーマニア,ブルガリア
などはいまだ生産要素の蓄積を残している。東ドイツ，
チェコスロヴァキアは，ハンガリーとほぼ同じ立場にあ
るが，電子計算機の導入などによる中央の情報処理能力
向上と部分的分権化によって事態の改善に努めている。
しかし官僚は‘情報処理能力が高まればより多くの情報を
操作しようとするから，堂々めぐりになるとみられる。
政治改革については，このように包括的な説明はなさ
れていないが，やはり弁証法的社会発展の要請に応ずる
ものと理解できるだろう。ある国・国民の政治的発展・
成長を，政府・官僚機構の行政能力と国民の参政能力の
向上と考えることにしよう。行政能力は仕事の量と能率
とにより，参政能力は権利の範囲とその行使の度合とに
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の社会団体の自治を認めれば，国民の参政能力はいっそ
う向上する。一方政府・官僚機構の側でも，国民の要求
の高度化，多様化に対応すべ〈，住民,専門家の参加，｜
協力を得て行政能力をいっそう向上させねばならない｜
（国民の要求を社会主義的目的へと誘導するのが党の役
目になる)。こうして，政治的発展・成長にも外延的．’
量的拡大の段階と集約的・質的向上の段階とを区別でき
る。
ハンガリーの場合は，第２次大戦前にバルカン諸国や’
第１次大戦前のロシアに比べてより高い行政能力泳参政
能力を持っていた。とはいえ，いっそうの量的拡大が必｜
要であり，可能であった。しかし行政能力と参政能力とＩ
の発展の不均衡ゆえに，国民のかなりの部分は，政府・
官僚機構に対する統制と自治の既得権さえ失ってしまつ’
たと感じた。それが56年の反乱の基本的原因の一つであ
った。その反乱の中に生まれた現カーダール政権は，政）
権を維持できるかぎり（それはソ連、許容する範囲でも｜
ある),国民の参政能力を向上させることこそ国民の政椒’
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に対する支持，一体感を強めるゆえんであることを理解
している。現状は，政権も国民もどこまでが可能か`慎重
な模索を続けている段階で，経済政策のようにその成果
を数量的に測定することもできないが，はっきり集約
的・質的成長を示す段階に入ったと評価してよかろう。
ユーゴスラヴィアは，行政能力がやや劣り，参政能力は
制度的にすぐれた面もあるが実行力で劣る場合があるよ
うだ。東ドイツ，チェコスロヴァキア，ソ連などは行政
能力がややすぐれているが，参政能力が抑圧されてい
る。その他の社会主義諸国は外延的・量的成長の段階に
ある(注24)。
経済改革が自動的に政治改革をもたらすわけではない
が，経済改革を必要とさせ，また可能にするものが根本
的には国民の文化的・技術的水準の向上であるならば，
当然のことながらそこでは政治改革も必要となり，また
可能になるはずである。しかも社会主義国では経済管理
の分権化は大規模な行政改革を伴うので，政治・行政の
分権化の好機会となる。党・政府の指導部が賢明で，し
かも下部に対する統率力を持っているなら，この機をと
らえて集権的指令的行政から分権的誘導的行政への移行
を果たすであろう。それは社会的自主管理の実現にいた
るべき社会主義の歴史的発展における，より高い段階へ
の着実で大きな前進となろう。ハンガリーの改革はそう
した前進と理解すぺきであり，それゆえ社会主義にとっ
て重要な意味が認められる－これが本稿の結論であり
今後の研究のための仮説である。
（注１）６７年の国民所得に占める輸出額の比率が
４０％に達するなど，ハンガリー経済の貿易依存度はき
わめて高い。
（注２）佐藤経明「東欧諸国の経済改革の問題点一
ハンガリー『誘導市場モデル』を中心に」（『国際問題』
９８号1968年)，長砂実｢後進性の克服と経済改革一
ハンガリー社会主義経済の諸特徴」（『経済』1971年
１１月)，Nagy，Ｔ､，“PlannedControlandManage‐
mentoftheSocialistEconomyofHungary,，'(『経済
研究』２２巻４号1971年10月）など。本節はさらに
Szabados,Ｊ､，‘`Hungary，sNewEconomicMechanism 
１．１１，，'Ｅａｓ２ＥｚＺｍＰｅ,ＡｐｒｉｌａｎｄＪｕｎｅｌ９６８；Nyers， 
Ｒ､，“SocialandPoliticalEffectsoftheNewEco‐ 
nomicMechanism,'，ＴﾉhelVbzuHb`九gαγZαねＱ邸αγＺＢｒ－
Ｚｙ，No.３４(1969)；ShaHer，Ｈ、Ｇ，“Progressin
Hungary,'，Ｂ･o6Zbmsq/・ＣＯ加加"〃/３？,z，Jan，1970；
Robinson,Ｗ､Ｆ､,Ｔｈｅ化"eγ'z〃Ｒｑ/blwzi〃Hbz冗一
gzz7Hy，Ｎ、Ｙ､，1973；Ｈｂ"Zgzz79y〃，Budapest，１９７３な
どによる。
（注３）Fekete,Ｌ“ＴｈｅＦｉｒｅＹｅａｒｓｏｆｔｈｅＥｃｏ‐
nomicReform-theMainForeignExchangeInter‐ 
connections,'，ＴｈｅＭｍＨｈ`"grzrjα〃Ｑｚ`α"e7Zy，
No.５０（1973)． 
（注４）７０年の国民所得中の工・建設業比率は54％
(農林水産業19％･就業人口比は各44％，２６％)。また
１人当り国民所得は実簿800ドル前後であった。
（注５）５年間に外国人旅行者は600万をこえ，ハ
ンガリー人の外国旅行も年に１３０万をこえるようにな
った。
（注６）戦後，技術・正学部門を中心に教育機会が
急速に拡大され，それが経済の近代化を支えている。
49年と70年とを比較すると，全人口中最終学歴が高卒
以上は４５％から127％に，うち大卒以上が1.2％から
3.3％に伸びている。７１～72年には，同年齢層のうち
70％が高校を，７％が大学を卒業した。
（注７）長砂実「東欧社会主義国における経済改革
の諸問題」（『国際政治』４４号1971年）
（注８）元首相で社会学者のへゲドウシュなど3名。
Ftzctso7zFYん,Ｊｕｎｅ1973．
（注９）大内・向坂訳岩波書店1951年８１ペー
ジ。
（注10）Granick,、,“TheHungarianEconomic
Reform,，'Ｗｏ〃Ｐｂ〃",ＶＯＬ25,No.３（1973)．
（注11）五丼一男「東欧社会主義国における経済改
革の推移とその意義(2)」（『経済学論蕊』１３巻４号
1972年）を参照。
（注12）Robinson,”.ｃｉｆ.’８～９章。本節はさら
に，Racz，Ｂ，“PoliticalChangeinHungaryAfter
tｈｅSovietlnvasionofCzechoslovakia,,,SZZZz）た
Reufezu，Dec、1970；Bihari，０．，“TheDevelopment
ofSocialistDemocracyinHungarianPoliticalln‐ 
stitutions,,，Ｔﾊｅ１ＷｚｕＨ〃grZγ伽Ｑ"αrteγZy,Ｎｏ．
４２(1971）などによる。
（注13）国会では３４９選挙区中９，地方評議会では
８万4000以上中686のみ。
（注14）７１年には各選挙区の有権者数は２万4000～
２万5000,候補者指名集会は平均6700人で，参加者の
３分の１の賛成があれば立候補できた。
（注15）中央委書記アツエール（Acz61Gy6rgy)の
発言より。Robinson,”.ｃが.，ｐ､２７６．
6ラ
lllllIlliili ’ －－－－－－－－研究ノート（注16）３０年代の農村調査運動を思わせる，「ハン
ガリー発見運動」が行なわれている。乃迅.,ｐｐ,292-
294参照。
（注17）歳入中の国庫補助金は69年に30％程度にす
ぎなくなった。
（注18）『ソ連・東欧総覧』読売新聞社1973年
677-689ページ｡解説は，Korom,Ｍ，Amendingthe
ConstitutionoftheHungarianPeople,sRepublic,，， 
ＴﾉbeZVbzuHbJ，ZgzzγiαねＱｚ`αrZelZy,No.４８（1972)に
あり。
（注19）中央委書記ビスク（BiszkuB61a)の発言よ
り。Robinson，妙.ｃ〃.，ｐ263．
（注20）『歴史の進歩とは何か」岩波書店1971年
140ページ。
（注21）チェコ事件のとき，国民はカーダールの運
命，すなわちハンガリーの民主化の運命をあやぶみ，
彼の健在と民主化続行の決意を知って喜んだといわれ
る。Sandor,Ｅ､,“HopeandCaution,”B-o6Ze,?ｚｓｑ／
ＣｏｍｍｚＪ"ism,Jan、1970,ｐ、６Ｌ
（注22）岡稔他編『社会主義経済論」筑摩書房
1968年９章。安平哲二『ソ連・東欧の経済改革』日
本国際問題研究所1968年。BognAr,Ｊ，“Economic
Reform，DevelopmentandStability,'，Ｔﾉｂｅ１Ｖｂｍ’ 
｣F血刀ｇａｍｚ〃Ｑ２`αrZe7Zy,No.４６（1972）など。
（注23）政治的成長・発展に関する理論は，白鳥令
『政治発展論』東洋経済新報社1968年を参照。
私はとりわけRiggs，Ｆ、Ｗ､，“TheComparisonof
WholePoliticalSystems,，，ｉｎＲＴ・ＨｏｌｔａｎｄＪ.Ｅ、
Turner，eds.，Ｔ比M9tho`oZogyq/・ＣＯ""αrzz伽e
Reseα7℃A，Ｎ、Ｙ・’１９７０に多くを負っている。
（注24）最近の東欧諸国については，Ｔｏｍa,ＥＡ.，
ed.，ＴﾉｉｅＣﾉbα"92"ｇＦｔＺＣｅｑ/・Ｃｏｍｍ""ｉＳｍｉ〃ＥａＳＺ‐
ｅｒ７ｚＥｚＪγ”e，Ｕ・ｏｆＡｒｉｚｏｎａＰ.，１９７０；Staar，Ｒ、Ｆ､，
ＴｈｅＣｏ刀zﾌﾞﾌz邸"istReg伽ｃｓｉ〃Ｅａｓｔeγ〃ＥｚＪ７”e，rev・
ｅｄ,Hooverlnst・Ｐ.（Stanford)，1971など参照。
（東京大学大学院博士課程）i 
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